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【事実の概要】
１、〔公訴事実・争点等〕 本件の公訴事実の要旨は、被告人は、平成14年４月14
日午後３時30分ころから同日午後９時40分ころまでの間に、大阪市平野区所在の
マンション（以下、「本件マンション」という）306号室の B方において、Bの妻 C
（当時28歳）および Bと C夫婦間の長男 D（当時１歳）を殺害し、同日午後９時40
分ころ、上記306号室において、新聞紙等にライターで火をつけ、Bらが現に住
居として使用する本件マンションのうち上記306号室の壁面天井等を焼損し、も
って、同マンションを焼損した、というものである。
本件の証拠構造の特徴は、被告人の犯人性に関する直接証拠が一切なく、情況
証拠しか存在しないというところにある。そして、本件の最大の争点は被告人の
犯人性である。
２、〔第１審判決〕 第１審判決は、被告人の犯人性を推認させる幾つかの間接事
実（その中の一つに、事件後、本件マンション西側階段の１階から２階に至る踊場に設
置された灰皿（以下「本件灰皿」という）内に遺留された煙草の吸殻の中の一本（以下
「本件吸い殻」という）に付着した唾液中の細胞の DNA型と被告人の血液のそれとが
一致したことがある）が証拠上認められるとしたうえ、各間接事実が相互に関連
し合ってその信用性を補強し合い推認力を高めているとして、被告人が本件犯行
を犯したことについて合理的な疑いを容れない程度に証明がなされているとし、
ほぼ公訴事実と同じ事実を認定して、被告人を無期懲役に処
(１)
した。
３、〔原審判決〕 原審裁判所は、第１審判決の判断がおおむね正当であるとし、
検察官の主張する量刑不当の控訴趣意については理由があるとして第１審判決を
破棄し、第１審判決の認定事実を前提に被告人を死刑に処
(２)
した。
そこで被告人が上告していたものである。
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【判 旨】
(１) 最高裁は、第１審の事実認定に関する判断およびその事実認定を是認し
た原審の判断を、いずれも是認できないとし、「刑事裁判における有罪の認定に
当たっては、合理的な疑いを差し挟む余地のない程度の立証が必要であるとこ
ろ、情況証拠によって事実認定をすべき場合であっても、直接証拠によって事実
認定をする場合と比べて立証の程度に差があるわけではないが（最高裁平成19年
（あ）第398号同年10月16日第一小法廷決定・刑集61巻７号677頁参照）、直接証拠
がないのであるから、情況証拠によって認められる間接事実中に、被告人が犯人
でないとしたならば合理的に説明することができない（あるいは、少なくとも説
明が極めて困難である）事実関係が含まれていることを要するものというべきで
ある。ところが、本件において認定された間接事実は、……この点を満たすもの
とは認められず、第１審及び原審において十分な審理が尽くされたとはいい難
い。」と説示したうえで、結論として、「以上のとおり、本件灰皿内に存在した本
件吸い殻が携帯灰皿を経由して Cによって捨てられたものであるとの可能性を
否定して、被告人が本件事件当日に本件吸い殻を本件灰皿に捨てたとの事実を認
定した上で、これを被告人の犯人性推認の中心的事実とし、他の間接事実も加え
れば被告人が本件犯行の犯人であることが認定できるとした第１審判決及び……
これを是認した原判決は、本件吸い殻に関して存在する疑問点を解明せず、か
つ、間接事実に関して十分な審理を尽くさずに判断したものといわざるを得ず、
その結果事実を誤認した疑いがあり、これが判決に影響を及ぼすことは明らかで
あって、第１審判決及び原判決を破棄しなければ著しく正義に反するものと認め
られる。」とし、刑訴法411条１号および３号により、原判決および第１審判決を
破棄し、同法413条本文にしたがい、更に審理を尽くさせるため、本件を第１審
大阪地方裁判所に差し戻した（本判決には、裁判官藤田宙靖、同田原睦夫、同近藤崇
晴の各補足意見、裁判官那須弘平の意見、裁判官堀籠幸男の反対意見が付されている）。
(２) なお、本判決において、上記「情況証拠によって認められる間接事実中
に、被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明することができない（あるい
は、少なくとも説明が極めて困難である）事実関係が含まれていることを要す
る」（なお、以下においては、上記「 」内の説示のことを「本件説示」ないし「本件
説示部分」と表示する）との説示部分を満たしているか否かについては、「仮に、
被告人が本件事件当日に本件マンションに赴いた事実が認められたとしても、認
定されている他の間接事実を加えることによって、被告人が犯人でないとしたな
らば合理的に説明できない（あるいは、少なくとも説明が極めて困難である）事
実関係が存在するとまでいえるかどうかにも疑問がある。」としている。
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【評 釈】
１ はじめに（本件説示部分の文意をどう読むか）
(１) 有罪認定のための証明基準（有罪との事実認定に至る心証の程度にかかる
基準）については、従前より、いわゆる?高度な蓋然性」の証明基準と「合理的な
疑いを超える」証明基準が存在するところ、最高裁は、前記「判旨」中に掲記の
最決平成19・10・16において、後者の証明基準に立つことを明示した。本件判例
は、上記最決平成19・10・16を参照としたうえで、新たに本件説示をしたのであ
るが、その意義をどう考えるかということについて、様々な議論が展開されて
(３)
いる。
(２) 本件説示については、「他犯人の可能性（「他者が犯人であるとしても、合
理的に説明することができる」）の否定であるから……分かりやすい基準を設定
(４)
した」とされる一方、「否定の仮定の下での否定が『事実関係』に掛かっており、
やはり分かったようで分から
(５)
ない」とも評されている。確かに、この説示部分
は、その冒頭の表現が仮定的否定をさらに否定する形（二重否定）になっており、
表現に多少の分かりにくさはあるものの、本件説示部分を素直に読めば、その文
意を次のように解することができる。
すなわち、「被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明できない…」とい
うのは、?他の者が犯人であるとしたならば合理的に説明できない…>というこ
とを言っているのであり、それは、要するに、?犯人は被告人以外にはありえな
い>、つまり、?被告人こそが犯人である>ということを意味していると読める。
そうであれば、本件説示部分は、最決平成19・10・16が有罪認定のための証明
基準について、いわゆる「合理的な疑いを超える」証明基準を採用しているとこ
ろからして、それを前提にしたうえで、さらにそれに加えて、従前からの証明基
準とされている?高度な蓋然性」の証明基準が同時的・併存的に適用されるという
ことを明示し、それによって、刑事事実認定においては被告人の犯人性の認定と
いうことが最も重要な認定対象（命題）であるということをあらためて説示した
ものと思われる。
(３) 以上のところを本件事案に即して、より具体的に言えば、次のようにな
ろう。先ず、消極的な意味付けとして、一つひとつの間接事実（例えば、本件で
もっとも重要な間接事実（情況証拠）と言える本件灰皿内に本件吸い殻が存在した事
実）と、それを含む間接事実群の存在について、被告人が犯人でないとしたなら
ばそれらの存在を説明できないか否かを検討すべしということ。つまり、そのよ
うな間接事実（群）が存在していることを、被告人が犯人でないとしても説明で
きるのであれば、そのような間接事実（群）だけでは、そもそも犯人と被告人と
の同一性認定の証拠としては不十分であるということを論じていると言える。
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しかし、本件説示はそのような消極的意味付けをしただけで終わるわけではな
い。すなわち、本判決が、前記のように、「仮に、被告人が本件事件当日に本件
マンションに赴いた事実が認められたとしても、認定されている他の間接事実を
加えることによって、被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明できない
（あるいは、少なくとも説明が極めて困難である）事実関係が存在するとまでい
えるかどうかにも疑問がある。」と判示したところこそが検討されなければなら
ない。
すなわち、被告人が犯人でないとしても（他の者が犯人だとしても）説明するこ
とができる事実関係（だけ）をいくら積み重ねても、そして、それらがいかに被
告人を犯人と推認する方向への事実であるとしても、それだけでは被告人の犯人
性を認定することができないということを意味していると言える。言葉を変えて
言えば、アナザーストーリーが成立する余地がないと言える程に強力な、犯人性
を指し示す積極的証拠（積極的情況証拠群）の必要性を意味していると言えよう。
この点は、法廷意見の中の「そもそも、このような第１審判決及び原判決がなさ
れたのは、第１審が限られた間接事実のみによって被告人の有罪を認定すること
が可能と判断し、原審もこれを是認したことによると考えられるのであり…」と
いう部分（とりわけ、「限られた間接事実のみによって」と述べているところ）からも
窺える。
２ 本件説示部分はいわゆる「他犯人の可能性の否定」に集約できるか
(１) 本件説示については、「要は、他犯人の可能性（「他者が犯人であるとして
も、合理的に説明することができる」）の否定である」との評釈が
(６)
ある。
しかし、「他犯人の可能性」の否定ということであれば、結局のところ、反対
事実の存在を指し示す（被告人の犯人性の否定を指し示す）間接事実（消極的情況証
拠群）を合理的な疑いを容れない程度までに消し切っているかどうかを検討する
ことが中心課題になると思われるが、果たしてそれだけのことを言っているのだ
ろうか。
また、他犯人の可能性の否定を言っているとして、それのみに限定して捉える
と、それは、いわゆる消去法的推認による事実認定（「消去法的認定」ないし「消
去法的立証」ともいう）を論じているのと同様に解されてしまうのではないだろ
うか。現に本件説示をもって消去法的立証のことだと捉えている見解が
(７)
ある。
(２) ところで、消去法的認定とは、基本的には、被告人の犯人性についての
積極的証拠が不十分な場合に、疑わしい者を何人か挙げて、一人づつ犯人として
の可能性を消去していくという手法であり、それは、一般に冤罪を生み出す危険
性の指摘される認定方法とさ
(８)
れる。本件説示が、あえてそのような一般的危険性
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を有する認定方法が必要であるとして、それを採用したとは思われない。
現実の事実認定をするには、確かに、部分的には、何らかの形で消去法的手法
がとられることも少なくないが、その場合の消去法的認定の結果たる事実は「合
理的な疑いを容れない」と認定されるための一事情（一つの間接事実）にすぎな
いと考えておく必要がある。
そして、本件説示を「他犯人の可能性の否定」ということのみに限定・集約し
て解すると、上記の消去法的認定を一般に認める方向へ傾くことになりかねず危
険である。本件説示部分は、他犯人の可能性の否定の意味をも有しているもの
の、それだけでなく、積極的に被告人こそが犯人であることを指し示す積極的な
事実関係が存在しなければならないということを論じていると解すべきである。
３ ?合理的な疑いを超える」証明基準と「高度な蓋然性」の証明基準との関係
(１) 私は、当然のこととも言えるが、有罪認定の証明基準としての「高度な
蓋然性」の証明基準と、「合理的な疑いを超える」証明基準とは（その沿革的なも
のはさて置き）、決して、別個・独立の対立するような基準ではないと考えてい
る。つまり、有罪との認定に至る心証の程度については、双方の基準から（双方
の基準が有機的に結合して）有罪との確信に至らなければならないのであり（この
「確信」の内容については、後の５（２）で詳述する）、有罪との高度な蓋然性がある
と判断するときには、同時に被告人が犯人でないかもしれないとの「合理的な疑
い」は、すべて消し切られていなければならないことになると考えてい
(９)
るが、本
件説示は、前述したように、両基準の同時的併存が必要であることを明示したも
のと解することができる。そして、本件説示は、両基準を同時的に併用すること
が無辜の不処罰という理念に適合した事実認定の方法であるということ（本来そ
うあらねばならないこと）をあらためて確認したものとも思われる。
なお、情況証拠による場合と直接証拠による場合とで、証明の程度に差がない
ことは本判決が参照とする最決平成19・10・16に述べるとおりであるが、情況証
拠による場合は一つの情況証拠のみにより有罪認定し得る場合はほとんど
(10)
なく、
多くの情況証拠の積み重ねと総合により認定されるため、本件説示は、その積み
重ねるべき情況証拠の中に「被告人が犯人でないとしたならば、合理的に説明す
ることのできない（あるいは、少なくとも説明が極めて困難である）事実関係」
の存在を必要としたものと思われる。つまり、それは、積極的情況証拠としての
そのような事実関係、つまり、被告人こそが犯人であるということを示す事実関
係の存在を求めているものと解しうる。
(２) また、本件説示が、併せて最決平成19・10・16を参照としているところ
からしても、それは、積極的情況証拠の積み重ねだけで有罪認定をするのでは不
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十分であるということをも論じていると解し得る。つまり、この高度の蓋然性の
証明基準のみを用いると、ともすれば、被告人が犯人であるとすれば矛盾なく説
明できる事実（後記藤田補足意見の『事実①』にあたる）をたくさんに集積するこ
とによって、高度の蓋然性の証明がなされたから有罪を認定できるということに
なりかねないのであり、だからこそ本判例は、「合理的な疑いを超える」証明基
準を採用した最決平成19・10・16を参照とし、それを所与の前提としていると解
し得る。結局のところ、本件説示は、同時的に併存する上記両基準によって得ら
れた、被告人の犯人性についての確信を求めていることに他ならない。
(３) そして、本件説示が、被告人の犯人性が問題となる場合においては、
「情況証拠によって認められる間接事実の中に……」としているのは、主として、
被告人の犯人性を肯定する方向の間接事実（積極的情況証拠群）の中に、「被告人
が犯人でないとしたならば合理的に説明することのできない（あるいは、少なく
とも説明が極めて困難である）事実関係が含まれていることを要する」としてい
ると読める。つまり、本件説示は、「合理的な疑いを超える」証明基準を前提に
したうえで、さらに積極的情況証拠の積み重ねによって?被告人こそが犯人であ
る>との確信に至るだけの高度な蓋然性も認められることが必要だとしているの
である。
このことは、藤田補足意見が、最決平成19・10・16を挙げたうえで、「いうま
でもなく、本件について上記に述べた私の考え方はこれと矛盾するものではな
い。むしろこの判例の趣旨が、個別に見れば証明力の薄い幾つかの間接証拠の積
み重ねの上に、『被告人が犯人であるとすればその全てが矛盾無く説明できるが
故に被告人が犯人である』とする『総合判断』を広く是認する方向へ徒らに拡大
解釈されることは、厳に戒められなければならないと考えるものである」と述べ
ているところからも窺える（因みに、本件説示が前記の消去法的認定を採用したもの
とは思われないことは既述した通りであるが、そのことは、この部分からも読み取れ
る）。
つまり、本件説示は、基本的に、上記両基準には視点（有罪認定へのアプローチ
の仕方）に違いがあるけれども、結局は両基準が相俟って有罪との確信（被告人
の犯人性認定についての）に導かれなければならないということを意味している
（そういう意味では、あるべき自由心証の実象を示唆しているとも言える）。
そして、本件説示は、ともすれば「高度な蓋然性」の証明基準を重視する方向
に傾き易いこれまでの実務の傾向への警鐘と、次に述べるように、「合理的な疑
い」の分かりにくさを解決するために提示されたものと言えるだろう。
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４ 本件説示は「合理的な疑い」という概念に一定の具体的内容を盛り込んだ
(１) とかくこれまでの有罪認定にあたっては、積極的証拠に目が向きがちで
あったところから、そのような認定に歯止めをかけるために、「合理的な疑いを
超える」証明基準が重要になってくるのだが、そこでの「合理的な疑い」という
概念は、抽象的であり、結局のところ裁判官の自由心証に基づく認定過程での評
価に全面的に委ねられることになる（前掲最決平成19・10・16は、合理的な疑いを
差し挟む余地がないというのは「健全な社会常識に照らして、その疑いに合理性がな
い」こととしているが、「健全な社会常識」自体も抽象的であり、具体性を有していな
い）。そこで、本件説示は、前記両基準の同時的併存が必要であるとしたうえで、
併せて、抽象的で分かりにくいと言われている「合理的な疑い」の概念（とりわ
け、犯人と被告人との同一性に関しての）について、それを「超えた」と言える状
況にあてはまる一定の具体的内容（いわば、その概念の?内包>）を提示したもの
とも解される。
(２) 藤田補足意見に言う「『仮説』を『真実』というためには、本来、それ
以外の説明はできないことが明らかにされなければならない」というのが、まさ
に本件説示の言わんとするところを示していると思われる。そして、このことを
具体的事実にあてはめて説明すれば、本件説示の表現になるということであり、
上記の「『仮説』を『真実』というため」のいわば裏付けとなる事実が、本件説
示でいう事実関係の?存在>ということになるのではないだろうか。この点から
しても、「合理的な疑いを超える」証明基準を前提としたうえでの、さらなる積
極的情況証拠の存在の必要性を言っているように思われる。
すなわち、藤田補足意見は、「『被告人が犯人であることを前提とすれば全ての
事実が矛盾なく説明できる』こと（以下『事実①』と称する）のみで被告人を犯
人と断定することは甚だ危険であり、有罪の認定に当っては、これと同時に『被
告人が犯人でないとすれば合理的に説明することができない（あるいは、少なく
とも説明が極めて困難である）事実関係』の存在（以下『事実②』と称する）が
認定されなければならない」としたうえで、「『総合判断』に当っては、上記『事
実①』と共に、『事実②』もまた充たされているか否かが問われなければならな
いところ、本件において第一審及び原審が前提とした間接事実のみでは、個別の
事実についてはもとよりこれらを如何に『総合』しても、その結果としての『事
実②』がクリアーされているものとは言えないのみならず、そもそも、その審理
に当ってこの問題が正面から意識されているようにも窺えない。多数意見は、正
にこの点を問題とするものである。」と述べているのである。
(３) 要は、本件説示に言う事実関係とは、?犯人は被告人以外にはありえな
い、つまり、被告人こそが犯人であるということを合理的に説明することができ
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る事実関係>のことであり、それは、最決平成19・10・16がその立場に立つこと
を明示した「合理的な疑いを超える」証明基準にいう「合理的な疑いを超える」
という抽象的概念に、犯人と被告人との同一性についての認定基準ないし注意則
を示すという形で、一つの具体的内容を盛り込んだ（一つの具体的適用事例を示し
た）ものと言える。つまり、前記両基準の同時的・併存的な必要性を確認したう
えで、さらに、そのことだけでなく、合理的な疑いを超え、それを容れない程度
の証明の内容というものはかくあるべしということを具体的に示したものと解し
得る。
５ 本件説示と自由心証主義
(１) 以上のように、裁判官が、「合理的な疑いを超える」証明基準と「高度
な蓋然性」の証明基準の両基準から被告人の犯人性を推認できるとの確信に到達
した場合に有罪認定ができることになるが、本件説示は、これまで培われてきた
刑事裁判官の目から見た経験則に基づく自由心証のあり方について、無罪推定の
原則の視点等からする見直しを促し、先ずは、自由心証主義に基づいて有罪認定
する場合の注意則ないし認定基準をあらためて明示したものとも考えられる。
そしてそれは、現在の自由心証主義に対する批判をも踏まえていると言い得る
のであり、その点からすれば、少なくとも被告人の犯人性が争われている場合の
情況証拠による事実認定について、新たに、一つの認定基準を措定したと解する
こともできるだろう。また、本件説示が、被告人の犯人性についての認定をより
厳格にしていることは確かであり、その意味では、被告人の犯人性認定基準のハ
ードルが、事実上、高められたとも思われる。
(２) 刑訴法318条は、自由心証主義について、「証拠の証明力は、裁判官の自
由な判断に委ねる」と定めるだけであるが、通説的理解によれば、自由心証主義
は、論理則・経験則に則った合理的なものでなければならず、そのことは自由心
証主義の内部からの制約原理であるとされる。ところで、論理則は、ある種、万
人に共通のものとも言えるが、経験則は、それを用いる人・集団によって異なる
ものとなり得る。そうであれば、ここでの経験則をどのように解すべきかが問題
となるところ、そもそも、刑事裁判官にとっての経験則（とりわけ、事実認定に関
してのそれ）とは、一体何なのかが改めて問われなければならないであろう（裁
判員制度には多くの問題点もあるが、裁判官の経験則の問題に限って言えば、それを改
めて検証する契機となろう）。
このように考えると、藤田補足意見が、「『合理的疑いを容れない程度の立証』
とは、そもそもどういうことであるかについての手掛かりを全く与えることな
く、手放しで『国民の健全な良識』を求めることが、果たして裁判員制度の本旨
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に沿うものであるかは疑問である」としたうえで、「刑事司法の原点に立った上
での事実認定上の経験則とは本来どのようなものであるかを明示することは、法
律家としての責務でもあるものと考える」と述べている点は重要である。
すなわち、上記経験則についての叙述は、本件説示をもって、従前よりも普遍
性の高い経験則を示すことによって、従来から用いられてきた刑事裁判官にとっ
ての経験則（その一つが、ともすると、被告人が犯人であるとすれば矛盾なく説明で
きる情況証拠の積み重ねで有罪認定できるとすることであったし、また、いわゆる論理
的推論（前記の消去法的推認も論理的推論の一つと言える）のあり方なども含まれよ
う）に対する見直しを迫り、警鐘を鳴らしたようにも思われる。そして、そのよ
うな本来あるべき（普遍性の高い）経験則に基づいて裁判官が抱く有罪との?確
信>は、単なる主観によるものではなく、?間主
(11)
観的>なものでなければならな
いということを示唆しているように思われる。
(３) なお、情況証拠のみによって犯人と被告人との同一性を認定する場合に
ついて、本件説示のような基準を設定することは、「自由心証主義を制約する発
想ではなかろうか」との見解も示されて
(12)
いる。しかし、通説的理解によれば、自
由心証主義には、例えば、上訴審における自由心証の抑制があり得るので
(13)
ある。
また、刑訴法411条３号では、重大な事実誤認がある場合について、本来法律審
である最高裁に職権破棄の権限を認めている。このような点をも併せ考えれば、
本件説示を、上述したような一つの判断枠組を示したものと捉え、さらに、情況
証拠のみによって被告人の犯人性を認定する場合の一つの認定基準と捉えても、
自由心証主義に反することにはならないであろう。
６ まとめ
被告人の犯人性推認のためには、先ず第１に、「合理的な疑いを超える」証明
基準に基づいて、被告人の犯人性を否定する方向の情況証拠群を合理的な疑いを
容れないまでに消し切らなければならないが、本件説示は、「合理的な疑いを超
える」という抽象的概念に具体的内容を盛り込んだものと言える。そして、その
ことによって、「合理的な疑いを超える」証明基準と「高度な蓋然性」の証明基
準との有機的結合が確固たるものになると思われる。また、本件説示は、そこに
言う「事実関係」の存在が加わることによって「合理的な疑い」の霧が晴れて裁
判官の有罪確信（それは、前述のように、単なる主観ではなく、間主観的なものでな
ければならない）が可能となるための一つの道筋を示している。
以上検討してきたところからして、本判例は、人が人を裁くという刑事裁判制
度の中で生じ得る?冤罪という不条理>をでき得る限り排除すべく定立された
「疑わしきは被告人の利益に」の原則ないし「無罪推定の原則」が近代刑事訴訟
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法の鉄則であるということを、あらためて明示・確認した重要判例と評されるべ
きである。
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